
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Tax Analysis 
 

国家税務総局による増値税改

革後の土地増値税に関する若

干の徴収管理事項の明確化   
 

 

国家税務総局は 2016年 11月 10日に 2016年第 70号公告（以下、「70号公

告」）1 を公布し、「財政部・国家税務総局：増値税改革後の契税、不動産

税、土地増値税、個人所得税の課税ベースに関する問題についての通知」

（財税[2016]43号、以下「43号通達」）2の公布に続き、増値税改革の全面

的な推進後における土地増値税の若干の徴収管理問題について更に明確化し

た。70号公告は 2016年 11月 10日から実施される。 

 

公告の内容 

 

1. 土地増値税課税収入の認識 

 

1) 土地増値税課税収入の計算 

 

増値税改革後、納税者が不動産譲渡に従事する場合に適用される流

通税は内税から外税に変更されたため、税込収入額を税抜収入額に

換算した上で、増値税額を算出する必要がある。これを受けて、43

号通達は「納税者の不動産譲渡にかかる土地増値税は、増値税抜の

収入額を土地増値税課税収入として納付税額を計算する」と明確化

しており、その上で 70号公告は更に下記の通り規定した。 

 増値税一般課税方式を適用する納税者は、不動産譲渡にかかる

土地増値税の課税収入を計算する際、売上増値税抜の金額を使

用する。 

 増値税簡易課税方式を適用する納税者は、不動産譲渡にかかる

土地増値税の課税収入を計算する際、増値税納付税額抜の金額

を使用する。 

 

留意点として、納税者による不動産譲渡が条件を満たす場合、差額

徴収方式（即ち、不動産譲渡の代金総額と価格外費用から若干の項

目を控除し、増値税課税売上高を計算する方法）を適用して増値税

納付税額を計算することができる（例えば、増値税一般納税者であ
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る不動産開発企業が自社開発の不動産プロジェクトを販売し、増値

税一般課税方式を適用する場合、対応する土地の価格は控除するこ

とができる。あるいは不動産開発企業ではない増値税一般納税者

は、2016年 4月 30日以前に購入した不動産を販売し、増値税簡易

課税方式を適用する場合、当該不動産の取得原価は控除することが

できる）。しかしこうした状況に対し、70号公告では土地増値税の

課税収入に算入しない売上増値税（或いは増値税納付税額）は、

「代金総額及び価格外費用」と「増値税課税売上高」のどちらに基

いて算定されるべきかについて、明確に規定されていない。結果と

して、異なる 2つの処理方法が生じる可能性がある。  

 

例えば、ある会社が 2016年 4月 30日以前に購入した不動産を売却

することで、「代金総額と価格外費用」を 315万元取得し、且つ当

該不動産の取得原価は 210万元であると仮定する。当該会社が増値

税簡易課税方式を適用する場合、土地増値税課税収入を計算する

際、下記のように 2つの理解が生じる可能性がある。 

 

I. 土地増値税課税収入：315万元 /（1+5%）=300万元 

II. 土地増値税課税収入：315万元 – 5万元 =310万元 

その内、増値税課税売上高は 105万元（315万元から 210万

元を控除した残額）であり、増値税納付税額は 105万元/

（1+5%）*5%=5万元である 

 

2) 不動産開発企業による土地増値税仮納付の課税ベース 

 

70号公告の規定によれば、不動産開発企業が前受金方式にて自社開

発の不動産プロジェクトを販売する場合、下記の方法に基づき土地

増値税仮納付の課税ベースを計算することができる。 

 

土地増値税仮納付の課税ベース＝前受金－増値税仮納付の納付税額 

 

増値税改革以前は、不動産開発企業が自社開発の不動産プロジェク

トを前受金方式で販売する場合、前受金を受領した時点で営業税の

納付と土地増値税の仮納付を行う必要があり、両方とも前受金の金

額を課税ベースとするよう規定されていた。増値税改革以降は、下

記の例で示したように、増値税と土地増値税の仮納付における課税

ベースは異なっており、その内、土地増値税の課税ベースは増値税

改革以前よりも下がっている。 

 

不動産開発企業が不動産の販売によって 111万元の前受金を受領

し、且つ増値税一般課税方式を適用する場合： 

 

増値税仮納付における課税ベース：111万元/(1+11%)=100万元 

増値税仮納付における納付税額：100万元*3%=3万元 

土地増値税仮納付における課税ベース：111万元 - 3万元 =108万元 

 

2. 見なし販売 

 

1) 見なし販売による収入の認識 

 

納税者が不動産開発プロジェクトを従業員福利、奨励、対外投資、

株主・投資家への配当、債務弁済、その他の組織単位または個人の

所有する非貨幣性資産との交換などに用いる場合、所有権の移転が

発生する時点で、不動産の販売と見なして土地増値税を納付する。

70号公告において、増値税改革以降、納税者に上述の見なし販売行

為が発生する場合、国税発[2006]187号通達第 3条の規定に従い、下

記の方法と順序に基づき土地増値税課税収入を認識すると明確化さ

れている。 
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 所轄税務機関が当年度における現地の同種類不動産の市場価格または評価価値に基づき確定する。 

 

2) ｢回遷戸｣の配置に関する取り扱い 

 

70号公告の規定により、納税者が｢回遷戸｣（不動産開発プロジェクトのために引っ越し、プロジェクト完了後

に元の住所に戻される住民）に住所を提供する場合、配置される住宅にかかる土地増値税の課税収入と控除項

目の認識は、引き続き国税函[2010]220号通達第 6条の規定に基づき執行される。即ち、上述の見なし販売規

定に基づき土地増値税の課税収入を認識するとともに、当該土地増値税の課税収入は当該不動産開発プロジェ

クトの立ち退き補償費とする。その内、不動産開発企業が｢回遷戸｣に支払う差額補填金は立ち退き補償費に算

入され、｢回遷戸｣が不動産開発企業に支払う差額補填金は立ち退き補償費から控除される。 

 

3. 不動産譲渡に関する税額控除 

 

1) 増値税 

 

70号公告において、「増値税改革以降、土地増値税の増値額を計算する際、控除項目の一つである“不動産譲

渡に関する税金”には、増値税は含まれない」と明確に規定されている。この規定は、増値税の持つ外税の特性

が色濃く反映されている。 

 

留意点として、「土地増値税の控除項目である“不動産譲渡に関する税金”には、増値税は含まれない」と規定

されているが、43号通達の規定により、土地増値税の控除項目に関わる仕入増値税が売上増値税からの控除が

認められる場合、土地増値税の控除項目に算入しない一方、売上増値税からの控除が認められない場合、控除

項目への算入が認められる。 

 

2) 都市維持建設税及び教育費付加 

 

70号公告において、「増値税改革以降、不動産開発企業が実際に納付した都市維持建設税と教育費付加は、プ

ロジェクトの清算に基づき正確に算定できる場合、実際の納付額に基づき控除することができる。正確に算定

できない場合、対象清算プロジェクトの増値税仮納付時に実際に納付した都市維持建設税と教育費付加に基づ

き控除する。その他の不動産譲渡行為にかかる都市維持建設税と教育費付加の控除は、上述の規定に準拠す

る」と明確に規定されている。 

 

都市維持建設税と教育費付加の課税ベースは増値税納付税額（増値税一般課税方式を適用する場合、増値税納

付税額は売上増値税から仕入増値税を控除のうえ算定する）である。不動産開発企業にとって、清算対象プロ

ジェクトごとに都市維持建設税と教育費付加を正確に計算するには、売上増値税と仕入増値税をプロジェクト

ごとに計算する必要があるため、収入の構造が複雑である場合（例えば、不動産販売収入のほか、不動産管

理・賃貸収入、材料販売収入、利息収入など、その他の業態の収入が存在する場合）、難易度が高い。 

 

4. 増値税改革の前後における土地増値税の清算 

 

2016年 4月 30日以前にすでに土地増値税課税収入を取得し、且つ営業税を納付したが、2016年 4月 30日以降に土地

増値税の清算を行う場合の取り扱いについて、70号公告は下記の通り関連の金額を確定するよう明確化している。 

 

 土地増値税課税収入＝増値税改革以前に取得した不動産譲渡収入＋増値税改革以降に取得した増値税抜きの不

動産譲渡収入 

 不動産譲渡に関する税金＝増値税改革以前に実際に納付した営業税・都市維持建設税・教育費付加＋増値税改

革以降に控除可能な都市維持建設税、教育費付加 

 

5. 建築・据付工事費の発票 

 

国家税務総局公告 2016年第 23号の規定により、増値税改革以降、建築役務を提供する納税者が発票を発行する際、

発票の備考欄に役務の発生地（県、市、区）とプロジェクトの名称を明記しなければならない。この規定を受けて、70

号公告は更に、「土地増値税の納税者は、建築・据付サービスの受け入れについて受領した増値税発票が上述の規定に

合致しない場合、土地増値税の控除項目に算入してはならない」と規定している。 

 

6. 中古住宅譲渡時の控除計算 

 

納税者が中古住宅を譲渡し、土地増値税を計算する際、当該中古住宅の評価価格を控除することができる。評価価格を

取得できないが、当該中古住宅を購入した際の発票を提供できる場合、発票の記載額に対して、当該住宅の購入年度か

ら譲渡年度までの期間において、年度ごとに 5%を追加し控除額を計算できる。70号公告は、上述した追加控除計算の

ベースにおける増値税改革以降の取り扱いについて、下記の通り規定している。 

 

 増値税改革以前に取得した営業税発票を住宅購入の証憑とする場合、発票に記載された金額（営業税は控除し



ない）を追加控除額の計算ベースとする。 

 増値税改革以降に取得した増値税普通発票を住宅購入の証憑とする場合、発票に記載された増値税込みの価格

を追加控除額の計算ベースとする。 

 増値税改革以降に取得した増値税専用発票を住宅購入の証憑とする場合、発票に記載された増値税抜きの価格

と控除不可の仕入増値税税額の合計額を追加控除額の計算ベースとする。 

 

 

コメントとアドバイス 

 

70号公告は、43号通達の規定を踏まえた上で、増値税改革以降の土地増値税に関する徴収管理事項を明確化した。特

に課税収入の認識、仮納付の課税ベース、税額控除、及び中古住宅譲渡時の控除計算について詳細に規定するととも

に、具体的なガイダンスを提供し、政策が適用される確定性を高めた。ただし、実施面でいくつかはっきりしていない

点（例えば、差額徴収方式を適用する場合の土地増値税課税収入の計算方法）が残っているため、納税者は引き続き、

政策と実務上での今後の動向に留意する必要がある。 

 

不動産開発企業にとって、土地増値税の納付は一般的に仮納付と清算の 2つの段階に分けられ、関連の税額計算は複雑

である。増値税改革以降、増値税の持つ外税の特性上、企業は収入と支出の集計において、価格と増値税を区分して計

算処理する必要があるため、土地増値税計算の複雑度が更に増すことが予想される。従って、関連の企業は十分な対応

策を講じる必要がある。私どもは、不動産開発企業に下記の 2つの面から対応策を講じることを推奨する。 

 

1) 会計計算とプロジェクト原価管理を改善する 

 

企業は、70号公告などの規定を踏まえた上で、増値税改革が土地増値税の計算にもたらす具体的な影響を把握

し、その上で増値税会計制度3の要求に基づき、関連業務の会計計算と原価管理を積極的に改善し、財務システ

ムの要改造・要改善箇所（勘定科目と細目の追加や調整を含むが、それに限らない）を識別する。また、仮納

付（特に増値税の仮納付）について台帳を作成し、プロジェクトごとに記録し、調査に備えることによって、

後続の土地増値税申告に対し、素早く効果的なデータサポートの提供を確保することが推奨される。  

 

2) 増値税発票の管理を強化する 

 

70号公告の規定及び増値税徴収管理の実務を踏まえて、不動産開発企業における増値税と土地増値税のリスク

管理上、発票の管理は重要な構成要素の一つであると見なす必要がある。増値税改革の実施範囲に含まれて日

が浅い不動産開発企業にとって、増値税発票の取り扱いは不慣れな領域である。そのため関連企業は速やかに

リスク意識を高め、発票管理が企業の税負担にもたらす影響（例えば、不動産購入にあたり取得する証憑の種

類が中古住宅譲渡の土地増値税の税負担面で受ける影響）について関係者の理解をサポートするとともに、建

築・据付工事費発票の取得にあたり関連要求への符合の確保を通じ、関連支出について土地増値税の計算時に

控除を受けることができる。更に、契約書における発票発行に関する条項をレビューし、潜在的なリスクを特

定して可能性のある損失を回避することが推奨される。 
 

 

デロイトの税務サービスチームは引き続き関連の政策動向に留意するとともに、ご要望に応じて関連のコンサルティングサービス及び税務機

関とのコミュニケーションに関するサポートサービスをご提供いたします。ご要望がございましたら、デロイト税務サービスチームまで、ご

連絡ください。 
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